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【論文要旨】
わが国における現行のリース会計基準は，2007年に企業会計基準委員会から公表された企業会
計基準第13号「リース取引に関する会計基準」（現行基準）である。その「結論の背景」では，本
基準の適用によって国際会計基準第17号「リース」（IAS 第17号）と平仄が合い，国際的な会計基
準間のコンバージェンスへの寄与が図られるとされている。本稿では，かかる記述が疑問視されて
いる。果たして，現行基準により IAS 第17号とのコンバージェンスは遂行されたのであろうか。
「平仄」には，いかなる状況が含意されているのか。こうした問題意識の下で，租税との関係性の
観点から現行基準に再検討を試みている。
考察の結果，現行基準の所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理方法としての「売買
処理」の導入は，会計主導ではなく，確定決算主義に配慮した税務主導の結果である側面が明確と
なった。この点からは，次の新たな認識を得ることができる。すなわち，現行基準上は，国際的な
会計基準間のコンバージェンスへの寄与を謳いながらも依然として確定決算主義に配慮しており，
更に IAS 第17号には存在しないわが国特有の現行基準にみられる簡便法等が採用されていること
から，現行基準上のコンバージェンス問題の取り扱いは，まさに―つじつまあわせを意味する―
「平仄」の段階にあるといえるのである。「平仄」は，現行基準が税務主導の産物であることの証左
といわざるを得ない。
【キーワード】 企業会計基準第13号，コンバージェンス，所有権移転外ファイナンス・リース取
引，確定決算主義，平仄
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はじめに
国際会計基準審議会（The International Accounting Standards Board，以下，IASB と略）によ
る国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards，以下，IFRS と略）第16号
「リース」1 や，米国の財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board，以下，FASB
と略）による会計基準アップデート20162「リース」2 で使用権モデルの適用の下すべてのリース
取引のオンバランスが求められるようになった3。これに対してわが国の企業会計基準委員会（Ac-
counting Standards Board of Japan，以下，ASBJ とも略）は，中期運営方針4 に基づき，2018年 6
月，リース会計基準の検討を開始した。これは改正後の国際会計基準と米国会計基準は，借手の会
計処理について，費用の計上パターンが異なるものの，すべてのリース取引を原則としてオンバラ
ンスする点では同様となっており，わが国の基準とは特に負債の認識において違いが生じることと
なり，追加的にオンバランスが必要となるリース取引について金額的な重要性がある場合には，国
際的な比較において議論となる可能性があるため5 とされている。中期運営方針では，こうした動
向を受けて国際的な会計基準との整合性を図ることに対する必要性及び懸念に関する検討をリース
会計専門委員会において行うこととし，その後，わが国における会計基準の改訂に向けた検討に着
手するか否かの検討を行う6 ものとしている。つまり，ここでは国際的な会計基準と整合性を図る
ことに対する必要性及び懸念が検討の対象となっているのである。
現行のリース会計基準及びその適用指針は，2007年に企業会計基準委員会から公表された企業
会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」（以下，現行基準と略）及び企業会計基準適用指
針第16号「リース取引に関する会計基準の適用指針」（以下，適用指針と略）である。現行基準で
は，1993年に企業会計審議会から公表されたリース会計基準「リース取引に係る会計基準に関す
る意見書」（以下，旧基準と略）において所有権移転外ファイナンス・リース取引に容認されてい
た通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理（以下，賃貸借処理とも略）が廃止された7 とさ
れている。これにより，ファイナンス・リース取引は通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
（以下，売買処理とも略）に一本化が果たされた8 といわれている。
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現行基準の公表理由は，その「結論の背景」で下記のように述べられている9。
また，当委員会では国際会計基準審議会との間で行っている会計基準のコンバージェンスに向け
た共同プロジェクトにおいて，リース会計を短期的な検討項目として位置付けており，この基準の
改正が行われることにより，現状の国際会計基準第17号「リース」と平仄が合い，国際的な会計
基準間のコンバージェンスに寄与することとなる。
本稿では，かかる現行基準の記述を疑問視する。上記のように，旧基準の改正によって現行基準
と国際会計基準第17号「リース」（以下，IAS 第17号と略）とは平仄が合うとされている。その結
果として，国際的な会計基準間のコンバージェンスへの寄与が図られるとされている。果たして，
現行基準においては IAS 第17号とのコンバージェンスは遂行されたのであろうか。さらに，「平仄」
にはいかなる状況が含意されているのであろうか。本稿はこうした問題意識から現行基準に再検討
を試みるものである。
ところで，前稿では「わが国における93年リース会計基準制定理由に関する再検討」10 と題し，
旧基準の制定理由に考察を加えた。従来，旧基準はディスクロージャーの拡充を図るとともに
IAS 第17号との調和化を図るためその「経済的実質優先」思考に基づいたファイナンス・リース
取引の『売買処理』を導入したとみなされている。しかしながら，旧基準公表以前にわが国ではす
でに税務通達の次元で徴税を目的とした「売買処理」がリース取引に導入されていたのである。税
務通達上の売買処理は旧基準上のそれとは性質を異にするものであるが，会計基準と税務通達の比
較による再検討の結果，旧基準では確定決算主義との関係から，徴税目的に資するように「売買処
理」を採用した側面がより明確となった。つまり，旧基準の売買処理には，「国際的調和化」をス
ローガンに掲げながらも，税務通達による影響は無視できなかった論理的必然性が存在していたと
いえる。この点は従来の先行研究では言及されていなかった点である。それにも拘わらず，上記の
中期運営計画及び現行基準の「結論の背景」ではこのような租税との関係性は等閑に付されている。
換言すれば，国際的な会計基準間のコンバージェンスが検討や改正理由とされているのである。
本稿では，前稿の研究成果を踏まえ，国際会計基準の国内化と租税との関係性を根本的な研究
テーマとする。すなわち，租税との関係の観点から現行リース会計基準に再検討を試みるものであ
る。
こうした再検討は，IFRS 第16号をはじめとした国際会計基準とのコンバージェンスの関係性か
ら今後のわが国におけるリース会計基準の改正動向を考察する上で有用であり，延いてはわが国の
会計制度の特質を解明する点において大きな研究上の重要性が認められるものである。
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以下，第章では本稿の主たる研究素材である現行基準に関する構造を前述の問題意識から明ら
かにする。第章では先行研究として，他の論者が，現行基準をどのように論じているかを示す。
第章では，リース取引に関する法人税法を租税の観点として取り扱う。第章では，設例を用い
現行基準の最大の特徴点である所有権移転外ファイナンス・リース取引の効果を示す。これらの検
討を踏まえ，「おわりに」では，わが国における現行リース会計基準の制度的機能を明らかにする
ものである。
なお，現行基準においてはその論点の中心が賃借人であるため図表や設例は主に賃借人側の処理
を中心に論じる。
 現行リース会計基準の構造
. 現行基準公表の経緯
現行基準公表以前のリース取引にかかる会計処理を示したものは，1993年に企業会計審議会第
一部会から公表された「リース取引に係る会計基準に関する意見書」（旧基準）及び，翌年1994年
に日本公認会計士協会から公表された「リース取引の会計処理及び開示に関する実務指針」（以下，
旧適用指針と略。）である。旧基準では，ファイナンス・リース取引には，通常の売買取引に係る
方法に準じて会計処理を行うこととしていた。しかしながら，ファイナンス・リース取引のうち所
有権移転外ファイナンス・リース取引には，一定の注記を要件として通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を採用することを例外処理として認めていた11。賃借人には，所有権移転外ファ
イナンス・リース取引に売買処理と賃貸借処理という二つの会計処理の選択肢が存在していたので
ある12。これに対して，実務上では99パーセント以上の企業が所有権移転外ファイナンス・リース
取引の会計処理を賃貸借処理で行っていた13。
このような事態を受け，テーマ協議会は，2001年11月，ASBJ に対して所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引の例外処理に関して再検討を求める提言を行った。翌年2002年 7 月より，ASBJ
はリース会計専門委員会を設置し，審議を開始した。審議に際し旧基準に対する問題意識を ASBJ
は，下記のように述べている14。
 会計上の情報開示の観点からは，ファイナンス・リース取引については，借手において資産及
び負債を認識する必要性がある。特に，いわゆるレンタルと異なり，使用の有無にかかわらず借
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図表 現行基準公表の経緯
年 月 内 容
1993年 6 月 企業会計審議会第一部会から「リース取引に係る会計基準に関する意見書」（旧基準）が公表さ
れる。
2001年11月 企業会計基準委員会が，所有権移転外ファイナンス・リースの例外処理の再検討について，
テーマ協議会から提言を受ける。
2002年 7 月 審議に際し，リース会計専門委員会が設置される。
2004年 3 月 企業会計基準委員会より「所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に関する検討の
中間報告」が公表される。
2005年 5 月 リース事業協会より「リース会計基準に関する検討について（検討状況の報告）」が公表される。
2006年 7 月 企業会計基準委員会より試案「リース取引に関する会計基準（案）」が公表される。
2006年12月 企業会計基準委員会より企業会計基準公開草案第17号「リース取引に関する会計基準（案）」が
公表される。
2007年 3 月 企業会計基準委員会より企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」及び企業会計基
準適用指針第16号「リース取引に関する会計基準の適用指針」が公表される。
（出典） 作表は筆者。企業会計基準委員会「企業会計基準第13号 リース取引に関する会計基準」「結論の
背景」を参考に作成。
15 石井泰次，小賀坂敦，小宮山賢他「座談会リース会計基準等の設定経緯と考え方」『企業会計』59巻 7 号，
2007年，19頁。
手はリース料の支払義務を負い，キャッシュ・フローは固定されているため，借手は債務を計上
すべきである。
 本来，代替的な処理が認められるのは，異なった経済的実態に異なる会計処理を適用すること
で，事実をより適切に伝えられる場合であるが，例外処理がほぼすべてを占める現状は，会計基
準の趣旨を否定するような特異な状況であり，早急に是正される必要がある。
ここでは，下記の 2 点が指摘されている。第一に，例外処理において借手の負債が計上されず
オフバランスが容認されている点である。第二に，例外処理が会計処理のほぼ全てを占めている点
である。
リース会計専門委員会による審議が開始したことを皮切りに現行基準の公表に向けた検討が進め
られた。以降の経緯は図表 1 のとおりである。
リース会計専門委員会の審議は，2002年 7 月から2007年 3 月の現行基準の公表までの期間を要
する事態となった。この長期間の審議に関して基準設定者である石井は「審議においては税との関
係の議論に多くを費やした。通常，会計と税の差は税効果会計で調整されるわけだが，リースに関
してはビジネスそのものが税法の取扱いを前提に構築されているので，税の方向性が見えない中で
はなかなか議論が進まなかった。」15 と「税務との調整」をその理由に挙げている。このような事情
――
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によって ASBJ から2004年 3 月には「所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に関す
る検討の中間報告」が公表され，2006年 7 月には試案という異例の手続きをとることで「リース
取引に関する会計基準（案）」が公表された。これらの公表は「税務との調整」を強く主張するリー
ス事業協会をはじめとするリース業界の反発16 に対応するものである。企業会計基準委員会から公
表された試案「リース取引に関する会計基準（案）」に対するリース事業協会の主要なコメントは
次の 2 点である17。
 所有権移転外 FL は，複合的な取引であるという共通認識が記載されているにもかかわらず例
外法を廃止することは適切ではなく，また，実務に対する配慮も不足している。とりわけ今後の
「税務との調整」に重要な問題を残す内容となっている。
 「税務との調整」は，現行税制（賃貸借取引）を前提に行われるものであり，現行税制の維持
が明確にならない限り，ASBJ に対して，「試案」を正式な公開草案としないこと，改定会計基
準の適用を決定すべきではないことを強く求める。
ここでは，リース事業協会は所有権移転外ファイナンス・リース取引の例外処理の存続を基本的
な立場としており，仮に例外処理を廃止するとしても申告調整などの税務との調整が容易となるよ
うに実務に対する配慮をすべきであると主張している。このように，現行基準の公表に際しては
「税務との調整」といった理由から所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理が議論され
続けられていた背景が存在する。これらの経緯は現行基準の「結論の背景」では，次に示すとおり
である。
審議の過程では，主として，我が国のリース取引は資金を融通する金融ではなく物を融通する物
融であり，諸外国のファイナンス・リースと異なり賃貸借としての性質が強いことを理由とし，例
外処理を存続すべきとの意見も表明された。また，リース契約を通じたビジネスの手法が確定決算
主義をとる税制と密接に関係してきたため，会計上の情報開示の観点のみでは結論を得ることが難
しい課題であった18。…（中略）…審議の過程では，関係各方面からの意見聴取も行い，我が国の
リース取引の実態を踏まえ議論を行ってきたが，今般，改正前会計基準において認められていた例
外処理を廃止するとの結論に至り，基準を改正することとした19。
こうした経緯を踏まえ，2007年 3 月に企業会計基準委員会は現行基準及び適用指針の公表理由
――
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22 企業会計基準委員会「企業会計基準第13号リース取引に関する会計基準」2007年，「第11項」。
図表 所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理
該当する所有権移転外ファイナンス・リース取引 処理方法
通常の所有権移転外ファイナンス・リース取引 利子抜き法・利息法
リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合原則処理に右の二つ処理を
加え選択適用
利子抜き法・定額法
利子込み法
少額リース資産及び短期のリース取引に関する簡便的な取扱い
中小企業
賃貸借処理
（出典） 筆者による。
として「平仄」の側面を殊更に現行基準の「結論の背景」で示しているのである20。ここでは，こ
れまで「税務との調整」という経緯が存在したにも拘わらず，旧基準の改正により IAS 17号との
平仄が合い，国際的な会計基準間のコンバージェンスに寄与することとなるとしている。
本節では，現行基準公表の経緯を旧基準の公表から遡り示した。現行基準の公表において所有権
移転外ファイナンス・リース取引の会計処理における「税務との調整」がその大きな焦点となって
いるのである。次節では，この所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に着目し，現行
基準の特徴として，その会計処理を示す。
. 現行基準の特徴
所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理は，現行基準の公表により旧基準の例外処理
が廃止されたとされている。これに伴いファイナンス・リース取引は，所有権の有無にかかわらず
通常の売買処理に準じた会計処理に係る方法に準じた会計処理に一本化されたとされている21。現
行基準及び適用指針における会計処理をフローチャートで示すと次頁のチャート図となる。
現行基準の焦点である所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理は図表 2 のとおりで
ある。ファイナンス・リース取引を売買処理する場合リース資産及びリース債務の計上額を算定す
るに当たってはリース契約締結時に合意されたリース料総額からこれに含まれている利息相当額の
合理的な見積額を控除する方法（以下，利子抜き法と略）と控除しない方法（以下，利子込み法と
略）がある。また，控除しない方法（利子抜き法）の場合，利息相当額の配分に関しては利息法及
び定額法が適用される。
通常の所有権移転外ファイナンス・リース取引において原則とされている会計処理は，リース資
産及びリース債務の計上額を算定するに当たっては，利子抜き法によるものとされ，利息相当額の
配分に関しては利息法が適用されている22。
――
チャート図 現行基準及び適用指針における会計処理のフローチャート
（出典) 筆者による。企業会計基準委員会「企業会計基準第13号リース取引に関する会計基準」と日本
公認会計士協会「企業会計基準適用指針第16号リース取引に関する会計基準の適用指針」を参
考に作成。
23 日本公認会計士協会「企業会計基準適用指針第16号リース取引に関する会計基準の適用指針」2007年，「第
32項」。
また，現行基準及び適用指針では下記 2 つの項目に該当する場合に所有権移転外ファイナンス・
リース取引の会計処理で簡便法を容認している。
 リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の取扱い
 少額リース資産及び短期のリース取引に関する簡便的な取扱い
先ず，リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の取扱いは「未経過リース料の期末
残高が当該期末残高，有形固定資産及び無形固定資産の期末残高の合計額に占める割合が10パー
セント未満である場合」23 である場合とされている。つまり，未経過のリース料の期末残高の占め
る割合が期末資産残高の10未満ということである。この場合に該当すれば簡便法の適用が認め
――
24 日本公認会計士協会「企業会計基準適用指針第16号リース取引に関する会計基準の適用指針」2007年，「第
31項」。
25 日本公認会計士協会「企業会計基準適用指針第16号リース取引に関する会計基準の適用指針」2007年，「第
35項」。
26 日本公認会計士協会「企業会計基準適用指針第16号リース取引に関する会計基準の適用指針」2007年，「第
34項」。
27 石井泰次，小賀坂敦，小宮山賢他，前掲論文，938頁。
られる。この簡便法については 2 つの会計処理が存在する24。第一に，リース資産及びリース債務
の計上額を算定するに当たっては，利子抜き法によるものとし，利息相当額の配分に関しては定額
法を採用する処理である。第二に，リース資産及びリース債務の計上額を利子込み法で算定する処
理である。
少額リース資産及び短期のリース取引に関する簡便的な取扱いは次の◯から◯のいずれかを満
たす場合である25。
◯ 重要性が乏しい減価償却資産について，購入時に費用処理する方法が採用されている場合で
リース料総額が当該基準額以下のリース取引。
◯ リース期間が 1 年以内のリース取引。
◯ 企業の事業内容に照らして重要性の乏しいリース取引で，リース契約 1 件当たりのリース料
総額が300万円以下のリース取引。
この◯から◯のいずれかに該当する場合オペレーティング・リース取引の会計処理に準じて，賃
貸借処理を行うことができる26。これらの簡便法を基準設定者である小賀坂は，利息法を適用する
と煩雑な処理になるとの理由で実務上の観点から定額法による処理の要請があり，検討の結果，
リース資産総額に重要性がない場合については利息相当額を分離しない，ないし利息相当額を定額
で処理するという簡便法を設けたとしている。また，上場企業の 8 割程度がこの簡便法を使える
との試算のもと簡便法を採用したとしている27。つまり，原則処理ではない簡便法による処理がほ
とんど採用されることを予想した上で現行基準の公表に至ったのである。
また，茅根は所有権移転外ファイナンス・リース取引の売買処理が財務諸表に与える影響として
「貸借対照表への影響としては売買処理によりリース資産・債務の計上による資産・負債の増加
と，それに伴う総資産額の増加が見込まれる。この結果，負債比率の上昇と総資産利益率（ROA）
の低下を招いて，借手の財務内容の悪化をもたらすことになる。そのため，ファイナンス・リース
からオペレーティング・リースへシフトしたり，あるいはリースの利用を控えて購入を選択する経
営行動に繋がり，それがリース離れの一因になる事もありうる。特に，上場企業に比べ会計基準の
変更の影響が大きい中小企業については深刻な問題だけに中小企業会計指針の拠り所として適用除
――
28 茅根聡「リース会計基準試案の特徴と課題」『企業会計』58巻12号，2006年，82頁。
29 2002年12月に日本税理士会連合会が「中小会社会計基準」を，また2003年 6 月には日本公認会計士協会が
「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」を公表したため，これを統合するものとして，日本税理士連
合会・日本公認会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会を中心として中小企業庁がオブザー
バーとなった検討委員会によって作成された「中小企業の会計に関する指針」が2005年 8 月に公表された。
中小企業庁と金融庁の共同による「中小企業の会計に関する検討会」を経て，2012年 2 月に，中小企業の
実態に即すべく，「一定の水準を保ったもの」とされている中小指針に比べて簡便な会計処理のあり方を取
りまとめた「中小企業の会計に関する基本要領」を公表し，現在この 2 つが中小企業全体に係る会計基準
となっている。（渡邉圭「我が国における中小企業の性質と中小企業会計基準に関する研究」『千葉商大論
叢』53巻 1 号，2015年，301頁。）
30 日本税理士連合会他「中小企業の会計に関する指針」2018年，「第 3 項」。
31 総務省「平成18年事業所・企業統計調査」〈http://www.stat.go.jp/data/jigyou/2006/kakuhou/gaiyou/
10.html〉（最終閲覧日2018年 9 月 5 日。）
32 日本税理士連合会他「中小企業の会計に関する指針」2018年，「第753 項」。
外を含めた明確な方向性を打ち出すことが求められる。」28 と，中小企業を中心に所有権移転外ファ
イナンス・リース取引の売買処理が負債比率の上昇等に繋がり，リースの利用が控えられる恐れが
あるとしている。
これを裏付けるように中小企業の会計処理を示す「中小企業の会計に関する指針」（以下，中小
企業会計指針）はリース取引の会計処理に関する改正を2008年で行っている。これについては，
次節で取り扱うものとする。
. 中小企業会計指針における会計処理
中小企業会計指針29 は中小企業が計算書類を作成するに当たり拠ることが望ましい会計処理や注
記等を示すものである。中小企業会計指針の適用対象をその「総論」の中に確認する30。
本指針の適用対象は，以下を除く株式会社とされている。
 金融商品取引法の適用を受ける会社並びにその子会社及び関連会社
 会計監査人を設置する会社及びその子会社
また，特例有限会社，合名会社，合資会社又は合同会社についても，本指針に拠ることが推奨
される。
中小企業会計指針の適用対象は主に現行基準の適用に該当する企業以外の企業である。資本金 5
億円以下の企業が99以上31 であるわが国の現状を踏まえるとこの中小企業会計指針の重要性は
明らかであろう。
中小企業会計指針におけるリースの会計処理に関する取扱いは所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引の会計処理のみが示されている。その会計処理は次のとおりである32。
――
33 田中亮太「中小企業とリース会計」『経済経営論集』19巻 2 号，2012年，57頁。
753. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理
 リース取引開始時の会計処理所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は，通常の売
買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。ただし，通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計
処理を行うことができる。なお，法人税法上は，すべての所有権移転外リース取引は売買として
取り扱われる。
 減価償却リース資産の償却年数は，リース期間によることを原則とし，償却方法は，定額法，
級数法，生産高比例法等から企業の実態に応じたものを選択適用する。なお，リース期間を減価
償却限度額の計算の基礎とする法人税法上のリース期間定額法によることも可能である。また，
賃借人がリース料（賃借料）として経理をした場合においても，その金額は償却費として経理を
したものとされることに留意する。
 リース料支払時の会計処理期中のリース料支払時に，支出する現金預金を元本と支払利息の支
払いに区分する。なお，リース期間の利息相当額は，リース取引開始時のリース料総額と，リー
ス資産の計上価額の差額とする。
上記のように中小企業会計指針では，現行基準で定める金額的重要性等を考慮せず，すべての所
有権移転外ファイナンス・リース取引に対して，賃貸借処理を認めている。そのため，事実上中小
企業におけるリース取引に関する会計処理は，引き続きオフバランス処理が可能となっていること
になる33。現行基準では所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に売買処理を採用しつ
つ，日本の企業の大多数である中小企業に対しては賃貸借処理を認めることでリース業界への反発
に対応したのである。
現行基準では，ファイナンス・リース取引は売買処理に一本化したとしながらも，所有権移転外
ファイナンス・リース取引の会計処理に現行基準で定める原則処理以外に簡便法を容認し，更に中
小企業会計指針では賃貸借処理を認めている。このように所有権移転外ファイナンス・リース取引
は，依然として様々な会計処理が並立している状態にある。
 先行研究
現行基準に関する研究は，多数の論者により行われている。本章では，先行研究として現行基準
に関する従来の文献上の見解を取り上げ，その論理内容に着目し，整理を試みる。このことを通じ
て，現行基準への考察を深めるものとする。ここでは，検討が十分になされていると評価されてい
るものとして，茅根聡の論文「リース会計基準のコンバージェンスが問いかけたもの」，胡丹の論
文「リース会計基準の変更による企業実績に及ぼす影響」の 2 つの文献を取り扱げる。
――
34 茅根聡「リース会計基準のコンバージェンスが問いかけたもの」『リース研究』3 号，2007年，19頁。
35 茅根聡，同上論文，20頁。
. 茅根聡の所説
茅根は，上記の論文では，「本稿の検討を踏まえてリース会計基準におけるコンバージェンスに
ついて改めて考察してみたい。」34 として，わが国のリース会計基準のコンバージェンスを検討して
いる。上記論文の「結びに代えて―コンバージェンスは達成されたのか―」で示された結論は下記
の通りである35。
今回の改定論議を俯瞰すると，リース会計基準のコンバージェンスに対して大きな温度差が感じ
られる。ASBJ は「この基準の改正が行われることにより，現状の国際会計基準第17号「リース」
と平仄が合い，国際的な会計基準間のコンバージェンスに寄与することになる。」と述べているよ
うに，売買処理への一本化により国際基準とのコンバージェンスが達成されたとしている。他方
リース業界は，コンバージェンスの内容が曖昧であり，その範囲も明確にされないままではコン
バージェンスへの寄与はあり得ないと主張している。これはコンバージェンスの解釈にも関わる重
要な問題である。…（中略）…
このような考え方に立脚すれば，見直しの対象となっている現行のリース会計基準は，時代遅れ
のレッテルが貼られていることからも，必ずしもコンバージェンスの対象とすべき要件を備えてい
るとはいえない。したがって，それとの整合性を確保するために改定作業を推し進めた方向性の是
非については当然意見が分かれることになろう。ASBJ では，IASB と FASB の共同プロジェクト
は，最終的な基準の公表までは相当程度の期間を要するとして現時点におけるコンバージェンスを
強調しているが，この 5 年近く IASB と日本で同一の会計問題について，全く異なる次元で見直
しの検討作業が同時並行的に進められてきた状況は，両者の間にコンバージェンスの解釈をめぐっ
て大きな認識のずれがあると感じざるを得ない。その一方で，コンバージェンスとは最低限基準間
の差異を解消することであり，細目まで一致させることではないと理解すれば，基準の適用レベル
で一定の要件による取扱いが容認されていても，わが国基準のアイデンティティを示すものとして
特段の問題はない。その意味で，新リース会計基準においてわが国リース取引の複合的な性格がど
のように組み込まれているかが重要なポイントになるが，それは減価償却方法や利息相当額の取扱
いにおいて反映されているに過ぎない。
要するに，茅根によれば現行基準のコンバージェンスに対しては ASBJ とリース業界で大きな
温度差が存在しているという。その一方で，コンバージェンスとは最低限基準間の差異を解消する
ことであり，細目まで一致させることではないと理解すれば，基準の適用レベルで一定の要件によ
る取扱いが容認されていても，問題はなくその意味で，現行基準においてわが国リース取引の複合
的な性格が減価償却方法や利息相当額の取扱いにおいて反映されているに過ぎないとしている。
――
36 胡丹，前掲論文，761頁。
. 胡丹の所説
胡は，上記の論文で，「本稿は，リース会計基準の改定による企業への影響を定量的に分析する
ことで，リース会計基準のあり方の議論に寄与しようとするものである。」として，リース会計基
準の改定による企業への影響を定量的に分析することを研究方法としている。上記論文の「結論と
課題」では，次のようにその結論が展開されている36。
本稿では2009年 3 月期に強制適用されるリース会計基準の変更による企業業績に及ぼす影響を
理論的に定量的に検討することを試みた。
今までの日本の独特の概念である所有権移転外ファイナンス・リースの廃止が，企業業績を表す
財務諸表（貸借対照表と損益計算書）に大きなインパクトを与えることは理論的・数量的に確認で
きた。
また本稿では，企業業績変動リスクを捕らえるのに，定評である財務比率負債比率および総資産
利益率を指標として，所有権移転外ファイナンス・リースのオン・バランス処理による影響の確認
を試みた。分析により，オン・バランス処理後の負債比率は処理前の比率よりも有意に大きく，オ
ン・バランス処理後の総資産利益率は処理前の比率よりも有意に小さい，ということが明らかにな
った。
さらに，会社の大きさや上場している市場の市場規模の大きさで表す企業規模によって，負債比
率と総資産利益率の変化の度合いが異なることから，企業規模といった企業特性に応じるリース会
計基準の設定の方向性も本稿から示唆されうる。
胡は定量的な検討から今までの日本の独特の概念である所有権移転外ファイナンス・リースの廃
止が，企業業績を表す財務諸表（貸借対照表と損益計算書）に大きなインパクトを与えることは理
論的・数量的に確認できたとしている。また，所有権移転外ファイナンス・リースのオンバランス
処理による影響としてオンバランス処理後の負債比率は処理前の比率よりも有意に大きく，オンバ
ランス処理後の総資産利益率は処理前の比率よりも有意に小さい，ということが明らかになったと
している。
本章では，先行研究として現行基準に関連した文献を取り扱った。茅根においては，コンバージ
ェンスの検討から現行基準の研究がなされていた。胡においては，定量的分析から現行基準の研究
がなされていた。
前稿において旧基準が確定決算主義との関係から税務主導の徴税目的に資するための「売買処理」
を採用している側面を明らかにした。この側面は，現行基準においても同様の傾向がみられるので
はないか。この点は先行研究では示されていない。本稿では，この点に着目していきたい。
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37 久納幹史「リース取引に関する税制改正」『企業会計』59巻 7 号，2007年，54頁。
38 久納幹史，同上論文，54頁。
39 久納幹史，前掲論文，54頁。
40 国税庁「法人税法基本通達」「76 の 29」〈https://www.nta.go.jp/law/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kihon/
hojin/07/07_06_01_2.htm〉（最終閲覧日2018年 9 月 5 日。）。
図表 所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理
処理の位置づけ 処理方法
原則処理 利子込み法
例外処理（ただし書）
利子抜き法
利息法又は定額法の選択適用
中小企業 賃借料を償却費として取り扱う
（出典） 筆者による。
 税務上の取扱い
第章でも述べたように現行基準の公表の背景には「税務との調整」が存在した。現行基準に関
連したリース税制の大幅な改正が行われたとされるのは現行基準の公表と同年の2007年の改正で
ある37。この税制改正によって所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は，通常の売買
取引に係る方法に準じて処理されることとなった38 とされている。この税制改正が適用されたのは
現行基準の適用と同じく2008年 4 月 1 日以降開始した事業年度である39。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理を規定している法人税法基本通達「76 の 2
9」にみるその処理は，下記のとおりである40。
賃借人におけるリース資産の取得価額は，原則としてそのリース期間中に支払うべきリース料の
額の合計額による。ただし，リース料の額の合計額のうち利息相当額から成る部分の金額を合理的
に区分することができる場合には，当該リース料の額の合計額から当該利息相当額を控除した金額
を当該リース資産の取得価額とすることができる。
（注）
1 再リース料の額は，原則として，リース資産の取得価額に算入しない。ただし，再リースをす
ることが明らかな場合には，当該再リース料の額は，リース資産の取得価額に含まれる。
2 リース資産を事業の用に供するために賃借人が支出する付随費用の額は，リース資産の取得価
額に含まれる。
3 本文ただし書の適用を受ける場合には，当該利息相当額はリース期間の経過に応じて利息法又
は定額法により損金の額に算入する。
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41 国税庁「5 リース資産の償却等」〈https://www.nta.go.jp/law/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/
7081/05.html〉（最終閲覧日2018年 9 月 5 日。）。
42 国税庁「5 リース資産の償却等」〈https://www.nta.go.jp/law/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/
7081/05.htm〉（最終閲覧日2018年 9 月 5 日。）
43 国税庁「法人税法施行令」「令48条の 2 第 1 項 6 号」。
44 茅根聡「リース会計基準のコンバージェンスが問いかけたもの」『リース研究』3 号，9 頁。
45 公益社団法人リース事業協会「中小企業のリース会計税制」〈https://www.leasing.or.jp/ information/
chusyo.html〉（最終閲覧日2018年 9 月 5 日。）
所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理をまとめると図表 3 となる。税務上，原則
処理とされるリース資産の取得価額の算定方法は，リース期間中に支払うべきリース料の額の合計
額である。つまり，利子込み法が原則処理とされており，これは現行基準との違いがみられる。こ
れについては「税務上はリース資産の売買があったものとされるのであるから，リース取引におい
て賃借人が支払うリース料の額は，基本的には，そのリース資産の購入代金の分割返済金であると
みて，その総額をリース資産の取得価額とすることが相当であろう。」41 とリース取引が税務上リー
ス資産の売買があったものとされることから利子込み法が原則処理とされている。
「ただし書」ではリース料の額の合計額のうち利息相当額から成る部分の金額を合理的に区分す
ることができる場合として利子抜き法が例外処理として示されている。「注」には利子抜き法を適
用した場合の利息相当額の処理として利息法又は定額法が認められている。この例外処理は，リー
ス取引は，賃貸借，売買，金融等の異なる取引目的を同時に達成させる複合的な性格を持つもので
あり，かつ，リース会計基準においては原則としてリース料総額を元本返済額と利息相当額とに区
分し，元本返済額部分をリース資産として計上することとされていることを踏まえると，リース会
計基準に従い利息相当額が合理的に区分されている場合には，税務上も当該利息相当額について
は，取得価額とは区分して取り扱うことが適当であると考えられる42 とされている。
リース資産の税務処理は法人税法施行令で会計基準と同様にリース期間定額法による減価償却が
この税制改正より認められている43。リース期間定額法が税務上認められたことにより，リース期
間が法定耐用年数よりも短い資産の場合には，自社所有よりも短いリース期間で早期に損金算入す
ることができる44。
さらに，この税務処理に関してリース事業協会は特に中小企業を取り上げ，次のように述べてい
る45。
中小企業が，リースについて賃貸借処理した場合，税務上は売買があったものとして取り扱わ
れ，賃借人がリース料として損金経理をした金額は，償却費として損金経理をした金額に含まれる
ものとされます。ただし，「償却費として損金経理をした金額に含まれるものとされる金額」は，
確定申告書における明細書の記載から除外されています。したがって，支払リース料の額が，毎月
定額で，「リース期間定額法」（以下の計算による金額を各事業年度の償却限度額として償却する方
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法）により計算される償却限度額と同額となるような契約には，賃借人が，会計上，賃貸借処理し
たとしても，税務上，特段の申告調整は不要となり，確定申告書における明細書の記載も不要にな
ることから，実質的には，賃貸借取引としての取り扱いと異なるところはありません。
このように，中小企業がリース取引を賃貸借処理として会計処理した場合，この取引は税務上売
買があったものとして取り扱われる。しかしながら，支払リース料の額が毎月定額で，「リース期
間定額法」により計算される償却限度額と同額となるような契約には，賃借人が，会計上，賃貸借
処理したとしても，税務上，特段の申告調整は不要となり，確定申告書における明細書の記載も不
要になることから，実質的には，賃貸借取引としての取り扱われるものとしている。よって，中小
企業は所有権移転外ファイナンス・リース取引を会計処理及び税務処理の両者で賃貸借処理を行う
ことができることとなる。
 設例に基づく考察
第章から第章では，所有権移転外ファイナンス・リース取引を中心としてその会計処理と税
務処理を示した。本章では，所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理と税務処理の内容
を設例を用いて明らかにする。
【設例 所有権移転外ファイナンス・リース取引】
前提条件
 所有権移転条項 なし
 割安購入選択権 なし
 リース物件は特別仕様ではない
 解約不能のリース期間 5 年
 借手の見積現金購入価額48,000千円（貸手のリース物件の購入価額はこれと等しいが，
借手において当該価額は明らかではない。）
 リース料 月額1,000千円 支払いは半年ごと（各半期の期末に支払う。）
リース料総額60,000千円
 リース物件（機械装置）の経済的耐用年数 8 年
 借手の減価償却方法 定額法
 借手の追加借入利子率 年 8（ただし，借手は貸手の計算利子率を知り得ない。）
 貸手の見積残存価額はゼロである。
 リース取引開始日 X1 年 4 月 1 日，決算日 3 月31日
企業会計基準委員会「試案リース取引に関する会計基準の適用指針（案）」「［設例 1］所有
権移転外ファイナンス・リース取引」より一部筆者修正。
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図表 会計上の賃借人の仕訳
（単位千円）
A利子抜き法・利息法 B利子抜き法・定額法 C利子込み法 D賃貸借処理
X1 年
4 月 1 日
リース取引
開始日
（借)リース資産 48,000
(貸)リース債務 48,000
（借)リース資産 48,000
(貸)リース債務 48,000
（借)リース資産 60,000
(貸)リース債務 60,000
X1 年
9 月30日
第 1 回支払（借)リース債務 3,947
支払利息 2,053
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 6,000
(貸)現金預金 6,000
（借)支払リース料 6,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却費
の計上
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
X2 年
3 月31日
第 2 回支払（借)リース債務 4,116
支払利息 1,884
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 6,000
(貸)現金預金 6,000
（借)支払リース料 6,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却費
の計上
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
X6 年
3 月31日
最終回の支
払とリース
物件の返却
（借)リース債務 5,754
支払利息 246
減価償却費 4,800
減価償却累計額
48,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
4,800
リース資産 48,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
減価償却費 4,800
減価償却累計額
48,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
4,800
リース資産 48,000
（借)リース債務 6,000
減価償却費 6,000
減価償却累計額
60,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
6,000
リース資産 60,000
（借)支払リース料 6,000
(貸)現金預金 6,000
（出典） 筆者による。
図表 会計上，各処理方法により各期損益計算書に計上される費用の推移
（単位千円）
X1 X2 X3 X4 X5 合計
A利子抜き法・利息法 13,537 12,834 12,067 11,234 10,328 60,000
B利子抜き法・定額法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
C利子込み法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
D賃貸借処理 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
（出典） 筆者による。
先ず，所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理をみる。図表 4 は，各々の仕訳を示
したものである。会計処理については第章の図表 2 を参照されたい。会計処理は大別すれば 4
つに分けられる。現行基準で定められる原則処理は A の利子抜き法・利息法である。次に現行基
準及び適用指針では下記の 2 つの項目に該当する場合に所有権移転外ファイナンス・リース取引
の会計処理で簡便法を容認している。◯リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合は B
の利子抜き法・定額法及び C の利子込み法のどちらかの選択適用が容認される。◯少額リース資
産及び短期のリース取引に関する簡便的な取扱いには D の賃貸借処理が容認される。中小企業指
針が定める企業には上記◯の場合と同様に D の賃貸借処理がその会計処理となる。また，◯リー
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46 リース会計基準改訂の影響に関する調査研究会「リース会計基準の変更による経済的影響」『リース研究』
第 2 号，2006年 3 月，75115頁。本調査研究によればサンプル企業のリース比率は10未満が全体の 8 割
（連結83.10，個別82.78）を占めており，その割合の高さが窺える。この結果により，上場企業
（大会社）の大半は利息法の適用を回避でき簡便法の適用を受けることが可能になるとされている。
ス資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の会計処理は，リース会計基準改訂の影響に関する
調査研究会による報告46 によれば大多数の企業が適用することができるとされている。
各仕訳に関して貸借対照表項目で注目すべきは，リース開始日のリース資産及びリース債務の金
額である。A 及び B の利子抜き法を採用している場合，貸借対照表に計上されるリース資産及び
リース債務の金額は48,000千円である。C の利子込み法を採用している場合では，60,000千円。D
の賃貸借処理の場合は，オフバランスとなる。これらのリース資産及びリース債務の金額，とりわ
けリース債務の金額は，財務諸表に大きな影響を与える。具体的には第章でも述べたようにリー
ス資産・債務の計上による資産・負債の増加と，それに伴う総資産額の増加が見込まれる。この結
果，負債比率の上昇と総資産利益率（ROA）の低下を招いて，借手の財務内容の悪化をもたらす
ことになる。従前，旧基準では，リース資産総額に重要性が乏しいと認められる場合は C の利子
込み法による会計処理が認められていた。しかしながら，現行基準の改正により財務諸表への影響
が小さい B の利子抜き法・定額法が導入され，両者からの選択適用が可能となった。このことは
「税務との調整」の他に借手の財務内容の悪化による影響を懸念したものでもあることがわかる。
また，リース資産及びリース債務のオンバランスに伴う貸借対照表への影響が大きいとされる中小
企業適用指針が対象とする企業に賃貸借処理が認められているのもリース業界への配慮がみられる。
次に，上記図表 5 にある費用の推移をみていく。X1 年度では，原則処理である A の利子抜き法・
利息法を適用した場合「費用計上額13,537≠リース料支払額12,000」となる。一方，簡便法等の費
用をみると B, C, D の 3 つ全ての会計処理で費用が12,000千円計上され，「費用計上額12,000＝リー
ス料支払額12,000」となりいわゆる「税務との調整」という点では，申告調整が不要となる。費用
の計上金額をみると A の利子抜き法・利息法を採用した場合の方が多く早期に費用を償却でき
る。しかしながら，後に述べる損金と費用の金額的一致から原則処理である A の利子抜き法・利
息法の早期償却のメリットは小さい。
では，税務上の処理はどのようになっているのであろうか。税務処理は次のとおりである。図表
6 は所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理の仕訳を示したものである。税務処理につ
いては第章の図表 3 を参照されたい。図表 6 をみると原則処理である C の利子込み法と「ただ
し書」で例外処理として規定されていた A および B の利子抜き法（利息法又は定額法）の仕訳が
示されている。これらは，会計処理と同様のものであり税務上，リース期間定額法が減価償却方法
として認められたことからも図表 4 との違いはみられない。E の賃借料を償却費として取り扱う税
務処理は第章でも示したように，D の賃貸借処理の会計処理と同一の実質的には賃貸借取引と
しての取り扱いと同様の処理を行っているということになっている。この点から，税法改正で導入
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図表 税務上の賃借人の仕訳
（単位千円）
C利子込み法 A利子抜き法・利息法 B利子抜き法・定額法 E賃借料を償却費として取り扱う
X1 年
4 月 1 日
リース取引
開始日
（借)リース資産 60,000
(貸)リース債務 60,000
（借)リース資産 48,000
(貸)リース債務 48,000
（借)リース資産 48,000
(貸)リース債務 48,000
（借)リース資産 60,000
(貸)リース債務 60,000
X1 年
9 月30日
第 1 回支払（借)リース債務 6,000
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 3,947
支払利息 2,053
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
(貸)現金預金 6,000
減価償却費
の計上
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
※税務上，リース資産の
取得価額は，原則とし
てリース料総額＝
60,000となる。
X2 年
3 月31日
第 2 回支払（借)リース債務 6,000
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 4,116
支払利息 1,884
(貸)現金預金 6,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
(貸)現金預金 6,000
減価償却費
の計上
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 4,800
(貸)減価償却累計額
4,800
（借)減価償却費 6,000
(貸)減価償却累計額
6,000
X6 年
3 月31日
最終回の支
払とリース
物件の返却
（借)リース債務 6,000
減価償却費 6,000
減価償却累計額
60,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
6,000
リース資産 60,000
（借)リース債務 5,754
支払利息 246
減価償却費 4,800
減価償却累計額
48,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
4,800
リース資産 48,000
（借)リース債務 4,800
支払利息 1,200
減価償却費 4,800
減価償却累計額
48,000
(貸)現金預金 6,000
減価償却累計額
4,800
リース資産 48,000
（出典） 筆者による。
図表 税務上，各処理方法により各期損金経理される金額の推移
（単位千円）
X1 X2 X3 X4 X5 合計
C利子込み法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
A利子抜き法・利息法 13,537 12,834 12,067 11,234 10,328 60,000
B利子抜き法・定額法 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
E賃借料を償却費として取り扱う 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 60,000
（出典） 筆者による。
されたリース期間定額法という償却方法も賃貸借処理と同様の処理を売買処理で実現するための調
整であるといえる。
図表 7 の税務上損金経理される金額の推移をみる。これらの金額は，図表 5 のものと一致する
のである。ここから，税務処理は会計処理と原則処理及び例外処理（簡便法）の取扱いが異なるの
みで大きな相違点が存在しないことがわかる。所有権移転外ファイナンス・リース取引に税法上規
――
47 企業会計基準委員会「企業会計基準第13号リース取引に関する会計基準」2007年，「第34項」。
定されているいずれかの税務処理を選択した場合でも税務上の損金が会計上の費用と金額的に一致
するのである。つまり，所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理は会計基準のそれと原
則処理及び例外処理（簡便法）が異なるもののいずれも会計基準と同様の処理を選択することがで
きるということになる。損金と費用という両者の金額が一致するという事実は税務上と会計基準上
の処理とで調整が図られた結果であるということになるのである。
これまで，現行基準の焦点である所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理と税務処理
の内容を設例を用いて明らかにした。本章で得られた認識によれば，所有権移転外ファイナンス・
リース取引においては損金と費用の金額は一致しているのである。旧基準で看取した，わが国特有
の確定決算主義への配慮は，現行基準に関しても保持されていることが分かる。したがって，こう
した認識に基づく限り，IAS 第17号とのコンバージェンスの具体的内容は実質上不明と言わざる
を得ない。
おわりに
以上，第章「現行リース会計基準の構造」では，わが国の現行基準の制度構造を明らかにした。
現行基準の制定に際してコンバージェンスへの寄与以外にも「税務との調整」が大きな問題となっ
ていたことが判明した。また，所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理は現行基準で定
める原則処理以外に簡便法及び中小企業指針など様々な会計処理が並立している状態にあり，現行
基準では，金額や企業主体に応じて同様の取引に対して，異なる会計処理を規定していることが示
された。第章「先行研究」では，現行基準に関する従来の文献上の見解を取り上げ，その論理内
容に着目し，整理を試みた。前稿では旧基準が確定決算主義との関係から税務主導の徴税目的に資
するための「売買処理」を採用している側面を明らかにしたが，この側面は，現行基準においても
同様の傾向がみられるのではないかと想起した。この点は，先行研究では考察されていなかったと
ころである。第章「税務上の取扱い」では，所有権移転外ファイナンス・リース取引の税務処理
を取り扱い，税務処理と会計処理においては原則処理と例外処理（簡便法）の取扱いが異なるのみ
で，大きな相違点は存在しないことを明らかにした。第章「設例に基づく考察」では，第章か
ら第章までの検討結果を踏まえ，金額的要素に着目した上で，次のことを明らかにした。所有権
移転外ファイナンス・リース取引に税法上規定されているいずれの税務処理を企業が選択した場合
でも税務上の損金は会計上の費用と金額的に一致している点である。このように，費用を損金の金
額と一致させ，計上しているという事実は会計基準と税務において両者の間で調整が図られた結果
であるということができる。それにも拘わらず，現行基準では，旧基準の改正によってファイナン
ス・リース取引は売買処理に一本化が果たされ，基準上は IAS 第17号「リース」と平仄が合い，
国際的な会計基準間のコンバージェンスに寄与することとなる47 とされているのである。
――
48 石井希典『会計 IFRS 及び IAS の解説（第19回）IAS 第17号「リース」，IFRIC 解釈指針第 4 号「契約に
リースが含まれているか否かの判断」，ディスカッション・ペーパー「リース予備的見解」』『会計・監査
ジャーナル』22巻 5 号，2010年，23頁。
前稿で明らかにしたように，旧基準には，確定決算主義との関係から税務通達による徴税目的に
資するための「売買処理」を採用している側面を無視できなかった論理的必然性が存在していたと
いえる。この点は，会計処理上の費用と税務処理上の損金の金額の一致にみることができる。この
点は，現行基準においても同様なのである。現行基準においても両者は一致しているのである。し
たがって，かかる側面は会計主導ではなく，税務主導によるものであり，現行基準における所有権
移転外ファイナンス・リース取引の会計処理方法としての「売買処理」の導入も，やはり確定決算
主義に配慮した税務の側面が重要な要因であったといえるのである。
この点から，新たな認識を得ることができる。現行基準上は，国際的な会計基準間のコンバージ
ェンスへの寄与を謳いながらも依然として確定決算主義に配慮しており，更に IAS 第17号には存
在しないわが国特有の現行基準にみられる簡便法等が採用されている48 ことから，現行基準上のコ
ンバージェンス問題の取り扱いは，まさに―つじつまあわせを意味する―「平仄」の段階にあると
いえるのである。「平仄」は，現行基準が税務主導の産物であることの証左といわざるを得ない。
中期運営方針を背景とする今後のリース会計基準の改正動向を見極める際，税務の側面がどのよう
に関わっていくのかが，やはり注目すべき点となる。この点の解明は今後の研究課題としたい。
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